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in Lieu of Taxes, PILOT）」と呼ぶ。大学が集積し免税の機会費用も大きいボストン市などで行われている。
ただ、税収に占める比率は小さい。制度化して納めるべき金額を算定し請求すると、満額支払わない大学も
出てくる。その場合、金額として目に見えるだけに、大学の消極的な態度によって地元住民が大学に反感を
抱くようになる。したがって、PILOT はそれほど経済的に恩恵が生じるわけでないのに地元住民との関係
を悪くする可能性もあるので、大学も自治体も別の方法で大学に地域貢献させることを考えた方がよいので
はないかと示唆している。PILOT は日本では導入されていないが、本章の考察からは導入する必要はない
という重要な政策含意が得られる。とくに日本の大学は都道府県を超えて移転する。大学は固定資産税を完
全免除する地域に移ってしまうかもしれないので、自治体間の減免による大学誘致合戦という好ましくない
結果を生むことが本研究から示唆される。
　第６章は病院の地域貢献であり、今まで研究されてこなかった分野へのユニークな貢献である。病院は地
域住民の疾病を治療するだけでなく、人々の健康状態は社会的要因によっても影響を受けるという認識のも
と、健康なコミュニティ開発の役割が期待されている。また、大学同様、非営利病院も免税措置を受けてい
るので、1956年以来、貧困者への利用サービスの提供など地域貢献が求めれてきたが、「オバマケア」では
それが一層強調されていることを指摘した。ただ、実際にコミュニティ構築活動費の病院予算に占める比率
は１％にも満たない。
　本研究はこれまで研究されてこなかったアメリカの大学の地域貢献を詳細に研究し、日本での取り組みと
比較している。大変独創性のある研究と評価できる。日米の大学制度の相違をよく理解しているので安易な
導入論に傾いていない点も評価できる。ユニークかつオリジナルな研究であるうえ、資料は乏しかったが良
く事例研究を仕上げた。ただ、限られた数の事例研究であるので、結論は統計的に裏付けされてものではな
い。また、事例研究であるので、取り上げた事例がアドホック（恣意的）という批判は甘受しなければなら
ないし、どうしても成功例が多くなっている。また、最近始まった制度もあり、本当の評価は将来でないと
わからない場合もあるであろう。
　第６章の医療機関の分析は充分とは言えない。大学との役割・影響力の違いはもっと深く分析されるべき
であったし、日本との比較も行われていない。おそらく日本では地域の病院を取りまとめる保健所や医師会
の役割がアメリカと異なるかもしれないので、病院と地域の関係も異なってくるであろう。さらに、オバマ
ケアが完全に廃止された場合の影響もこれからフォローすべきである。今後の研究の進展を期待する。
　しかしながら、これらの問題点は、本論文の価値を著しく減じるものではない。医療機関の分析は不充分
でも大学の分析はそれを補って余りあるものになっている。本論文の研究は、大学を社会起業家として分析
した点が評価され、関西ベンチャー学会の査読雑誌に論文として２本掲載され、また、経済政策分析として
日本経済政策学会で英語によるものも含めて４回、全国大会レベルで発表を行った。
　以上の点から、本委員会は本論文が学位規程第５条１項による、中村晃司氏への博士（国際学）の学位の
授与にふさわしい内容と判定する。
